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令和５年度 小矢部市教育委員会重点施策 

 

小矢部市教育委員会は、第７次小矢部市総合計画及び第２次小矢部市教育大綱を踏まえ、

「人をすこやかにはぐくむ教育と歴史文化がいきづくまち」づくりをテーマとし、基本目

標として 

○ 心豊かな人づくり 

○ 心身ともにたくましい人づくり 

○ 文化豊かな地域社会の創造  

の３つを掲げ、人間尊重の精神のもと、広い視野を持ち、生涯を通して自己の向上に努め

るとともに、社会の平和と進展に貢献し得る心身ともに健全な人間を育成することをめざ

す。 

 

令和５年度における教育施策の体系は 

 

Ⅰ 未来を拓く力を育む学校教育及び就学前教育の充実 

Ⅱ 生涯をとおした学びの推進 

Ⅲ 文化芸術の振興と継承及び文化財等の歴史遺産の保存と公開・活用 

Ⅳ 生涯スポーツの振興による健康な心と体の形成 

 

とする。 

この重点施策の実施に当たっては、第７次小矢部市総合計画に呼応しながら、関係機関、

諸団体の協力や学校・家庭・地域相互の連携のもとに、総合的な教育行政の推進に努める。 

 

［新型コロナウイルス感染防止への対応］ 

学校教育、社会教育等全ての教育分野において、今も感染への懸念が続く新型コロナウ

イルス感染症に対し、引き続きその感染防止に取り組むとともに国の方針や感染状況等の

情報収集とその対応を工夫することによって、感染防止策と教育の着実な前進との両立を

図る。学校において臨時休校や学年閉鎖等を行わざるを得ない場合には、学びの継続のた

めオンライン授業を含めた適切な対応を実施する。 

また、学校教育活動の継続に向け感染防止対策に取り組むとともに、校外学習やスキー

教室等においてはバスの増車等の対応を実施する。 
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Ⅰ 未来を拓く力を育む学校教育及び就学前教育の充実 

児童生徒が人と人との関わりを大切にし、国際化、情報化、高齢化社会等の社会の変化

に対応しうる、心豊かで、心身ともにたくましい人間となるように、未来を拓く力を育む

学校教育及び就学前教育の充実に努める。 

 

１ 個を尊重し、「生きる力」を育む学校教育の推進 

（1） 授業力向上と確かな学力の育成 

ア 一人一人に応じた指導の充実 

児童生徒の疑問や思考過程を大切にした授業を展開し、一人一人を伸ばす指導

を推進する。 

イ 基礎的・基本的な知識及び技能の確実な習得 

基本的な生活習慣や基礎的な学習態度についてのきめ細かな指導を行える教

育環境を整え、基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得を図る。 

また、家庭と連携し学習習慣の確立を図る。 

ウ 思考力・判断力・表現力等の育成 

知識・技能の活用を図る学習活動を充実させるとともに、これらの学習活動の

基盤となる言語に関する能力の育成を図る。 

また、児童生徒の科学的思考力を育むため、基礎となる理数教育の充実に努め

る。 

エ 学ぶ意欲の向上と主体的に取り組む児童生徒の育成 

児童生徒の興味関心を生かし、自発的な学習を促すとともに、進歩の状況を積

極的に評価し、学習意欲の向上を図る。 

また、自ら課題を見つけ、その解決に向けて主体的に取り組む児童生徒の育成

を図る（「主体的・対話的で深い学び」の推進）。 

オ 授業時数の確保 

小・中学校の年間総授業時数とともに個々の教科等の授業時数が確保できるよ

う、市全体として取り組む行事や事業等の改善・精選に努める。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響で臨時休校や学級閉鎖等があった場合

でも、オンライン授業をはじめとする様々な手立てを講じて授業時数の確保に努

める。 

カ 全国学力・学習状況調査等の効果的な活用 

全国学力・学習状況調査結果の集計・分析や各種学力調査を継続して実施し、

学校改善、授業改善、生徒指導等に効果的に活用する。 
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キ 「令和のとやま型教育推進事業」の推進 

「多様な子供たちを、誰一人取り残すことなく」をテーマに、新しい教育の理

念と理解と具現化及び実践共有による県全体の意識変革・教育の質の向上を図る

ため、富山県から提示される重点研究テーマと横断的なテーマを組み合わせて実

践研究を進めることで、児童生徒の指導に活かす。 

また、県の授業改善推進事業を活用して、教員の主体的・対話的で深い学びの

視点からの授業改善を推進するとともに、児童生徒の学力や学習意欲の向上に取

り組む。 

ク 小学校の学級編制基準改定に向けての対応 

国が定める小学校の学級編制基準が、令和３年度から令和７年度にかけて、段

階的に全学年35人に引き下げられることとなり、これに対応して、富山県では、

国に２年先行して令和５年度には、小学校全学年35人学級の実現をめざすことが

示された。少人数学級と少人数指導とを組み合わせた効果的な少人数教育を推進

するとともに、必要となる学校施設環境の計画的な整備について検討する。 

ケ アクションプランの継続実施 

具体的で検証可能な数値目標を掲げたアクションプランを家庭や地域に公開

するとともに、学校の特色や教育活動の成果を分かりやすく説明し、学校運営の

改善に努める。 

コ ＰＴＡ・地域団体等との連携推進 

保護者及び地域住民の理解・協力のもと、よりよい学校運営が図られるよう、

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の設置を目指した研究を進める

とともに、ＰＴＡ・地域団体等との連携を進め、保護者から信頼されるとともに

地域に開かれた学校をめざす。 

また、ＰＴＡとともに「親学び」事業の推進に努める。 

 

（2） 読書活動の推進 

ア 学校図書館の蔵書等の充実 

子供の豊かな感性と創造性を育てるため、引き続き蔵書の充実に努め、読書環

境の整備を図る。 

イ 学校司書の専任配置及び研修推進 

学校司書を、小・中学校各校に専任配置して、学校図書館の積極的な活用を図

り、子供の自主的な読書活動を推進する。 

また、教育センター主催の学校司書研修会を引き続き実施するとともに富山県

教育委員会主催の「図書館教育講習会」に学校司書を受講させるなど研修の充実

を図る。 
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ウ 市民図書館との連携 

市民図書館で取り組んでいる「読書通帳」等を活かすため、学校と市民図書館

の連携のもと、子供たちの読書環境の充実を図る。 

 

（3） 福祉・環境・国際理解・英語教育・情報教育等の推進 

ア 福祉教育の推進 

地域に根ざしたボランティア活動等による心のふれあいを通して、思いやりの

心を持ち、共に支え合って生きようとする児童生徒の育成をめざし、福祉教育を

推進する。 

イ 環境教育の推進 

環境問題やＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）について考え、地域の環境を見つ

め地域と連携を図りながら、実践的行動に結びつく環境教育を推進する。 

ウ 国際理解教育・英語教育の推進 

・異文化等の理解促進と国際化に対応できる児童生徒の育成 

自他の文化や人権、平和、環境、資源等の地球的規模の問題等を学ぶ国際理解

教育を進め、小・中学校が連携して、国際化に主体的に対応できる児童生徒の育

成に努める。 

・英語専科教員（講師）の配置 

県配置の英語専科教員に加え、市独自の英語専科講師を配置し、新学習指導

要領の全面実施に伴う小学校英語教科化等への対応に努める。 

・外国語指導講師（ＡＬＴ）の配置 

生きた英語教育により、小・中学校における外国語活動が効果的に実施され

るよう、継続して外国語指導講師（ＡＬＴ）を配置する。 

・英語教育研究推進委員会の設置 

新学習指導要領に基づき、小学校中学年外国語活動、小学校高学年・中学校

外国語科について、授業時数等に対応した年間指導計画のもと着実に授業を進

める。引き続き、英語教育研究推進委員会を設置し、小・中学校の英語教育が

体系的に取り組まれるよう小中の連携、教員の資質向上に取り組むとともに３

年計画の１年目となる第Ⅱ期英語教育アドバイザー招聘事業により、英語教育

の一層の充実に努める。 

・帰国・外国人児童生徒等に対する支援 

帰国・外国人児童生徒等に対し、日本語指導や生活適応指導等の充実を図り、

互いに理解し、認め、学び合う環境づくりに努める。 
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エ 情報教育の推進 

・児童生徒の情報活用能力の育成 

児童生徒の発達段階に応じた情報活用能力を育成し、情報や情報機器を主体

的に選択・活用し、受け手の状況を考えて発信・伝達できる児童生徒を育てる。 

・情報モラル教育の推進 

インターネットやスマートフォン、ＳＮＳ等への過度な依存による弊害を周

知し、有害情報に巻き込まれないよう、情報モラル教育の推進を図る。 

・情報機器の活用推進 

「おやべＧＩＧＡスクール構想」により整備した市内全小中学校の校内通信

ネットワーク設備及び全児童生徒・教員に配布したタブレット及び学習支援ソ

フト、全小中学校の普通教室・特別教室に配置した電子黒板等の活用推進と適

切な保守管理に取り組む。 

・デジタル教科書の実証事業への取組 

令和４年度に引き続き、国の実証事業等を利用したデジタル教科書を提供し、

その教育効果を検証するとともに、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な

充実を推進する。また、児童生徒が使用する学習者用デジタル教科書に合わせ

た指導者用デジタル教科書を整備し、授業の効率化を図る。 

オ ＩＣＴ調査研究委員会の役割 

令和２年度に設置したＩＣＴ調査研究委員会の活動を継続し、小中９年間を見

通した体系的なＩＣＴ教育や具体的な活用事例の研究・蓄積と教員間の共有化等

について、タブレット導入後の現場の状況を検証しつつ、更に調査・研究を深め、

ＩＣＴ教育の推進につなげていく。 

カ プログラミング教育の推進 

新学習指導要領を踏まえ、体系的なプログラミング教育の構築を進めるととも

に、県のプログラミング教育研修会等に積極的に参加する。また、６年生理科で

のプログラミング教材の活用等を中心に、意図する活動を実現するための行動の

組合せや改善等を論理的に考えていくプログラミング的思考を育てる学習を進め

るとともに、教員の指導力向上に努める。 

 

（4） 特別な支援を必要とする幼児児童生徒への適切な教育の充実・推進 

ア 校内支援体制の充実 

特別な支援を必要とする幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた、最も

ふさわしい学びの場の検討や必要な支援が行えるよう、校内支援体制の充実を図

る。 
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イ スタディ・メイト配置の充実 

学習障害等のある児童の支援のために「スタディ・メイト」を週３日で１日７

時間程度配置する。また、身体的に生活支援が必要な児童への対応にも「スタデ

ィ・メイト」を配置する。 

   ウ 具体的な支援を学ぶ研修の充実 

     教員等が子供たちの支援に関して専門的な知識を必要とする場合は、県総合教

育センターや教育事務所、特別支援学校等の県の教育機関を積極的に活用し、具

体的な支援方法を学ぶための研修機会の充実に努める。 

エ ニーズに応じた相談体制の充実 

「にこにこ相談会」等の相談事業の活用により、就学に関する不安や悩みを抱

える保護者が必要に応じて相談できるよう、適切な就学相談の推進に努める。 

また、現に小中学校に在籍している児童生徒についても、発達や生活、行動、

学習等についての相談ができる場であることの周知を図っていく。 

オ 保育所・幼保連携型認定こども園（以下｢こども園｣という。）と小学校の連携及

び関係機関等との協力 

幼児児童一人一人の発達状況の把握や適切な対応の共通理解を図るために、保

園・小の連携を強化するとともに、県関係機関や医療機関との協力を進める。 

カ 早期支援コーディネーターの配置 

早期支援コーディネーターを引き続き配置し、保育所、こども園の巡回等によ

り、支援を必要とする幼児の早期からの把握に努めるとともに、保護者・学校・

在籍園とのかけ橋となり、就学に向けた支援を積極的に行う。 

 

２ 健やかな心を育む教育の推進 

（1） 社会性、自立心、規範意識、思いやりの心を育む教育の推進 

ア 学校の教育活動全体を通して、児童生徒に社会性や自立心、規範意識、思いや

りの心などの豊かな人間性を育み、自由と規律がバランスよく身に付く教育の推

進に努める。 

 

（2） 自己実現に向けて主体的に取り組む児童生徒の育成 

ア 児童生徒がやり遂げた喜びを味わえる学習等の推進 

児童生徒がやり遂げた喜びを味わえる学習や共同的活動を通し、仲間との学び

合いの大切さを感じられる学習活動を展開する。 

イ 組織的・計画的な生徒指導の推進 

役割分担を明確にしながら組織的・計画的な生徒指導を推進し、社会の変化に

積極的に対応できる自己指導能力の獲得を支える。 
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ウ 主体的に進路選択できる児童生徒の育成 

キャリア教育を推進し、望ましい勤労観、職業観をもとに、自らの生き方を自

ら考え、主体的に進路を選択できる児童生徒を育てる。 

また、小学校から高等学校までの特別活動をはじめとしたキャリア教育に関わ

る活動について、学びを蓄積し、その学びを社会や将来につなぎ、必要に応じて

振り返ることにより、主体的に学びに向かう力を育て、自己のキャリア形成に生

かすことができるよう、「キャリア・パスポート」の活用を推進する。 

エ 「社会に学ぶ『14歳の挑戦』事業」の推進 

地域の企業・団体の協力のもと、中学校２年生が５日間連続の職場体験やボラ

ンティア体験等に取り組む「社会に学ぶ『14歳の挑戦』事業」を推進し、生徒の

職業への理解や奉仕の心を育てるとともに、社会性や働く人の心構え、心配り等

を学び、将来に向けてたくましく生きる力を育てる。 

 

（3） 人権教育の充実 

ア 人権学習の推進 

ネット社会が新たな人権問題を生みだすなどの状況の中で、人権尊重の意識を

高めていくことは社会全体の大きな課題であり、学校教育においても道徳等の授

業の中で児童生徒に対する人権学習を推進する。また、児童生徒の人権を保障し、

教職員と児童生徒の間に良好な信頼関係を構築・維持するよう努める。 

イ 関係機関・団体との連携 

人権啓発資料の活用や「社会を明るくする運動」等を通して、関係機関・団体

との連携推進に努める。 

 

（4） 生徒指導及びいじめ・不登校等への対応の充実 

ア 児童生徒と教員との信頼関係づくり 

児童生徒と教員との信頼関係づくりに努めるとともに、児童生徒同士が好まし

い人間関係を育むことができるようにする。 

イ いじめの防止 

いじめは児童生徒の人権にかかわる問題であり、人として絶対に許されない行

為であるという認識に立ち、「小矢部市いじめ防止基本方針」を基に、児童生徒の

わずかな変化を見逃さないきめ細かな指導の徹底を図る。 

また、学校は、各校で策定した「学校いじめ防止基本方針」に基づき、いじめ

の未然防止や早期発見・事案への対処、再発防止に努めるほか、いじめの防止に

関する対応を実効的に行うための組織を設置し、いじめの相談・通報の窓口や、

いじめの疑いに関する情報等の収集・記録、共有等を行う。 
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平成28年11月に改定した「小矢部市いじめ防止基本方針」については、国の動

向や状況の変化に対応して常に見直しの検討を行う。また、小・中学校各校で作

成している「学校いじめ防止基本方針」についても同様とする。 

ウ 不登校児童生徒等への支援体制の充実 

不登校に至る前兆の早期発見に努めるとともに、不登校やひきこもり、教室外

登校となっている児童生徒の社会的自立や学校復帰を支援するために、保護者・

家庭との連携のもと、学校全体での取組体制を確立する。また、小矢部市教育支

援センター「ふれんど」の指導員の学校訪問等により、不登校並びに不適応児童

生徒の支援体制を充実する。さらに、教育センター主催の子どもと親の相談員及

びスタディ・メイトの研修会を引き続き開催し、資質の向上と相互の連絡・連携

を推進する。 

なお、教育支援センター「ふれんど」及び教育センターの設置位置について、

利用者の利便性等を踏まえた在り方を検討する。 

エ 児童虐待の防止 

児童虐待については、管理職が前面に立った組織的対応、関係教職員によるチ

ームとしての対応が大切であり、事案が発生した場合は、速やかに学年主任や養

護教諭、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどの関係職員を

集め、正確な情報収集、事実関係の整理により、適切な対応を進める。 

また、事態が悪化することを避けるため、迷いや疑義がある場合は、小矢部市

要保護児童対策協議会をはじめ児童相談所、民生児童委員等の関係機関との連

携・協力を進め、早期の解決に取り組む。 

 

（5） 相談事業の充実 

ア 子どもと親の相談員・スクールカウンセラーの配置及び教育相談室の開設 

小・中学校における相談体制の充実を図るため、引き続き、子どもと親の相談

員・スクールカウンセラーの配置及び教育相談室の開設を行い、その効果的な活

用により、不登校やいじめ等を生まない環境づくりに努める。 

イ カウンセリング指導員、スクールソーシャルワーカーの活用 

不登校やいじめのほか、家事や家族の世話等を日常的に行っているヤングケア

ラー等困難な課題を抱える児童生徒の指導相談や家庭環境の改善を支援するため、

カウンセリング指導員、スクールソーシャルワーカーの活用を推進する。 

 

（6） ふるさと教育の推進 

ア 三大ふるさと教育の推進 

郷土に誇りと愛着をもった児童生徒の育成をめざし、桜町縄文遺跡、木曽義仲、
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大谷兄弟を三大ふるさと教育に位置付け、桜町遺跡に関する副読本の配布・活用

や学芸員・市民ボランティアの活用による縄文体験学習の充実を図るとともに、

埴生護国八幡宮、大谷博物館等への現地学習を推進し、先人の功績や豊かな自然

環境等に親しむ。また、市民図書館等の諸施設や地域との連携を活かしながら、

石動町や津沢町の成り立ちを始めとする各地域の歴史や、獅子舞、曳山、津沢夜

高行燈等の伝統文化に親しむふるさと教育を推進する。 

イ 地域教材の作成・活用 

ふるさと学習の教材となる地域教材として、令和３年度に改訂した「小矢部市

郷土学習帳 地理（中２）」及び、令和４年度に改訂した「私たちの郷土 小矢部

（小６）」「わたしたちの小矢部地図（小３）」「小矢部市全図２万５千分の１（中

２）」「自然観察ノート川の水のはたらき（小５）」「自然観察ノート大地のつくり

（小６）」の活用を図るとともに、「わたしたちの小矢部（小３）」「小矢部の先人

の心に学ぶ（小５）」の改訂を行う。 
 

（7） 体験学習の推進 

ア 現地学習の推進 

小矢部市の自然・地理・歴史・産業等の学習において、現地学習の取組を推進

する。 

イ 体験活動の推進 

福祉体験や各種ボランティア体験、伝統文化・伝承体験等の機会を設け、体験

活動の推進を図る。 

 

（8） 中学校部活動の推進 

中学校の部活動が適切に推進されるよう、次の取組を行う。 

ア 「小矢部市立学校に係る部活動（運動部・文化部）の在り方に関する方針（平

成31年４月）」の推進 

「小矢部市立学校に係る部活動(運動部・文化部)の在り方に関する方針」（以

下「市ガイドライン」という。）に基づき、適切な部活動を推進するため、部活動

は原則週２日を休養日とし、平日の部活動時間は２時間以内、土曜日、日曜日又

は祝祭日は３時間以内を目安とする。 

イ 部活動指導員の配置継続 

部活動の顧問や大会引率等の指導ができる「部活動指導員」の中学校への配置

を継続し、質の高い指導と適切な運営による部活動の推進を図る。 

ウ スポーツエキスパートの派遣継続 

中学校の運動部活動への「スポーツエキスパート」の派遣を継続し、指導の充

実と部活動の活性化を図る。 
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エ 合同部活動による対応の推進 

部員数の減少により、練習・大会出場ができない部活動について、複数校によ

る合同チームでの合同練習や大会出場の実施を推進する。 

 

（9） 中学校部活動の地域移行の推進 

少子化の急速な進行の中で、子供たちがやりたいスポーツ・文化活動ができる環

境を作るとともに、教員の多忙解消による業務改善を進めるため、部活動の地域移

行について、部活動のあり方検討委員会からの報告書（令和４年２月）を踏まえつ

つ、次の取組を行う。 

ア 地域移行モデル事業の実施 

令和７年度末までの休日の部活動の地域移行に向けて、令和５年度には令和４

年度に実施した部活動に加えて、対象部活動を拡大してモデル事業を実施すると

ともに、その事業の検証を行うことで、部活動の地域移行の円滑な推進と子供た

ちがやりたいスポーツ・文化活動ができる環境の整備に努める。 

イ 「部活動地域移行検証委員会」の設置 

部活動の地域移行については、今も検討が継続中の国・県の動向を注視し続け

る必要があり、また、解決すべき課題も多いことから、今後も「部活動地域移行

検証委員会」を設置し、引き続きより良い地域移行の方策について検討を進める

こととする。 

ウ スポーツ庁及び文化庁から「学校活動及び新たに地域クラブ活動の在り方に関

する総合的なガイドライン」が示されたことから、今後示される予定の県のガイ

ドラインを合わせて参考にし、市ガイドラインに代わる新たなガイドラインの策

定を進める。 

 

（10） 芸術文化活動等の推進 

ア 児童生徒の情操・感性の育成 

児童生徒の様々な芸術文化活動を引き続き推進し、情操・感性が豊かに育つよ

う努める。 

イ 芸術鑑賞機会の提供 

優れた芸術に触れる機会を提供するため、幼児・児童生徒を対象とする芸術鑑

賞事業への助成を引き続き推進する。 

ウ 文化活動発表の場の提供 

文化活動への意欲を育てるため、発表の場としての「みんなのアート展」「中

学校吹奏楽部合同演奏会」「小中学生科学作品展覧会」等の取組を引き続き実施す

る。 
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   エ 文化部講師の派遣 

中学校の文化部活動への「文化部講師」の派遣を継続し、指導の充実と部活動

の活性化を図る。 

 

（11） 平和教育の推進 

児童生徒が平和の大切さを理解する平和教育を推進する。 

毎年８月６日に広島市で開催される平和記念式典に中学生を派遣する（隔年実施）。

また、派遣された生徒による体験談等について紹介することで、学校全体での平和

教育の推進を図る。 

 

（12） 主権者教育の推進 

平成28年には選挙権年齢が18歳となり、令和４年度には改正民法が施行され、成

人年齢が現行の20歳から18歳に引き下げられた。主権者としての高い意識の確立が

求められる中、小・中学校においてはその発達段階に応じ、主権者として、社会の

中で自立し、他者との連携・協働しながら、社会を生きぬく力や地域の課題解決を

社会の構成員の一人として主体的に担うことができる力を身につけるよう努める。 

 

（13） 小中一貫教育の検討・推進 

新学習指導要領の実施に伴い必要性が増している英語教育の小中連携や９年間を

見通した体系的なＩＣＴ教育の推進等、学習面でのより一層の連携推進や中一ギャ

ップ等の諸課題に対応するため、本市における小中一貫教育の在り方について検討

を進め、推進を図る。 

 

（14） 就学支援の推進 

就学に伴う家計への負担を軽減するために、要保護・準要保護児童生徒への就学

支援の助成を継続するとともに、入学準備金の入学前支給を引き続き実施する。 

 

（15） 各種講師の配置によるきめ細やかな教育の推進 

子供たち一人一人に寄り添う教育を推進するため、各種講師の配置拡充に引き続

き努める。 

 

３ 就学前教育の充実 

（1） 園児一人一人の健やかな成長をめざす幼児教育の推進 

一人一人の発達や学びの連続性を的確にとらえて、生き生きと環境にかかわり、

友達と楽しく遊ぶ園児を育てる。園を取り巻く自然環境の活用や縄文太鼓等の活動
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による歴史文化とのふれあい、獅子舞等の伝統文化の実践等を通して、子供の豊か

な心と生きる力を育むことができるよう園活動の充実を図る。 

 

（2） 家庭・地域・保育所、認定こども園における子育て支援の充実 

ア 子育て支援センター・子育て広場の活用 

子育てに関する知識や経験が豊富な保育士が常駐している子育て支援センタ

ーで、育児や家庭の悩みの相談を受けたり、遊び方の指導等をしたり、子育て広

場を通して親子が交流したりすることにより、子育ての孤立化や不安の解消に努

め、安心して子育てができる環境を整備するとともに、地域においての子育て力

の向上を図る。 

イ 地域との連携を活用した園運営の推進 

園児に社会性、ふるさと愛が育まれるよう、保護者の理解と参加のもと、地域

住民の協力を得て、地域と積極的に関わる活動に取り組む。 

ウ 保護者の理解促進と連携推進 

保護者が家庭での生活リズムや基本的な生活習慣の重要性を理解することに

より、家庭生活の在り方を見直すことができるよう、必要な情報提供に努める。 

 

（3） 食育の推進 

「第２次小矢部市食育推進計画（平成31年～令和５年度）」に基づき、食への感謝

の気持ちの育成や栄養バランスの取れた食生活の実践、地産地消の推進等、食育の

普及啓発に努める。 

学校農園事業、給食食材での地場産物の活用、栄養教諭による食に関する指導等

を引き続き実施する。 

また、令和５年度には、「（仮称）第３次小矢部市食育推進計画（令和６年度～令

和10年度）」を策定し、更なる食育の推進をめざす。 

 

（4） 公立・私立施設の情報交換促進による市全体の幼児教育内容の向上 

引き続き、所長園長連絡協議会等を活用し、公立・私立施設における情報交換を

行い、幼児教育の実践にかかる共通課題等の探求と理解に努める。 

 

（5） 保育所・認定こども園、小学校、中学校の連携推進 

ア 保園・小の連携推進 

保育所・認定こども園から小学校への円滑な就学に向けた適切な対応を行うた

めに、引き続き、教育センターが主催する保園・小連携研修会や小学校教員、保

育士・保育教諭による授業・保育の相互参観・意見交換及び「交流学習」を実施

し、保園・小の連携を推進する。 
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イ 小・中学校の連携推進 

小学校から中学校への円滑な就学移行を図るため、小学校と中学校との情報交

換、交流授業や児童・生徒間の交流を引き続き推進する。 

 

４ 体力つくり・健康教育の推進及び食育等における家庭との連携 

（1） 体力つくりの推進 

ア スポーツを楽しむ健康でたくましい児童生徒の育成 

生涯にわたってスポーツを楽しむことができる健康でたくましい児童生徒を

育成するため、基礎体力や運動技能の向上を図るとともに、体育の授業にユニホ

ックを取り入れるなど、運動の楽しさや喜びを味わえる体育・スポーツ活動を推

進する。 

イ 体力テストの活用等による体力向上  

子供の体力向上を図るため、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」等の結

果を詳細に分析し、それに基づいた体力・運動能力向上のための取組を実施する。 

また、小学校ごとの陸上記録会の開催や水泳インストラクターの派遣等を行い、

体力の向上に努める。 

 

（2） 健康教育及び食育の推進 

ア 生命の尊さを自覚する児童生徒の育成 

健康教育や「いのちの教育」を進め、生命の尊さを自覚し、心身ともに健康で、

安全な生活を送る児童生徒を育てる。 

イ 健康診断結果等の活用と学校医・学校保健会との連携推進 

児童生徒の健康診断結果等を分析して、生活習慣病等の予防指導等に活用する。 

また、引き続き学校医及び学校保健会との連携を推進し、適切な健康管理に努

める。 

ウ 薬物乱用防止等の啓発の推進 

講習会等の実施により、薬物、喫煙、飲酒、性感染症等防止についての啓発を

推進する。 

エ 「早寝・早起き・朝ご飯」の指導推進 

児童生徒に、「早寝・早起きをする」、「朝ご飯をしっかり食べる」などの望ま

しい生活を身に付け、心身の健康の保持・増進を図るよう指導するとともに、家

族の理解・協力の促進に努める。 

オ 食育の推進（再掲） 

「３ 就学前教育の充実」「（3） 食育の推進」を参照 
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カ 国の保健管理システムの運用と学校支援システム保健情報の一元化 

日本学校保健会が運用する「学校等欠席者・感染症情報システム」と本市で運

用している校務支援システムとの連携について、他の自治体の状況等を把握し検

討する。 

 

（3） 安全安心な学校給食の提供 

ア 衛生管理の徹底 

食品衛生管理を徹底し、安全・安心な学校給食を提供する。 

イ 学校給食センター施設・設備の整備・改修 

学校給食センター施設・設備の整備・改修を計画的に進める。 

令和５年度は、食器消毒保管庫の蒸気漏れ修繕、温水配管の赤サビ解消修繕等、

施設・設備の修繕を行う。 

ウ 楽しい給食の提供 

地元の農産物を積極的に取り入れ、メルヘン献立や日本各地の料理等を引き続

き実施し、美味しく楽しい給食の提供に努める。また、コロナ渦で実施困難なバ

イキング給食、卒業会食も感染状況が落着けば実施する。 

エ 食物アレルギーへの対応 

「学校給食における食物アレルギー対応の手引き」を活用し、食物アレルギー

を有する児童生徒に対し、個別面談等による保護者との共通理解の促進や医療機

関との連携、学校全体の取組体制の確立等により、原因食品の確実な除去を行う

など、的確な対応を進める。 

また、平成23年度から実施している食物アレルギー原因食材を除去した「みん

なで食べる学校給食」を本年度も継続して実施する。 

オ 学校給食費の改定 

物価高騰等への対応及び多様な食材による献立の提供のために学校給食費を

改定し、地産地消の推進等による安全安心な給食及び多様かつバランスのとれた

食材使用による美味しい給食の提供を行う。 

カ 学校給食センターの新築 

令和５年度は、令和４年度に策定した新学校給食センター整備基本計画に基づ

き、新学校給食センター整備基本設計を実施する。また、令和４年度から実施し

ている小中学校基金への計画的な積立てを継続する。 

 

（4） 家庭との連携 

ア 健康の大切さの理解促進と自主的な健康生活の実践 

日常生活における健康の大切さや疾病の予防等について、家庭での関心や理解
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の促進を図り、｢早寝・早起き・朝ご飯｣や｢いただきます。ごちそうさまでした｣

の挨拶等の基本的生活習慣の定着等、自主的に健康な生活が実践されるよう努める。 

イ 家庭との連携による生活習慣病等の予防の推進 

家庭との連携により、生活習慣病、虫歯、近視等の予防と早期発見・早期治療

に努め、児童生徒自らによる健康管理と疾病予防を推進する。 

ウ 健康づくりノートの活用 

「健康づくりノート（とやまゲンキッズ作戦）」の積極的な活用により、学校

と家庭及び保健・医療機関等が連携した健康教育を推進し、児童生徒が自らの生

活を改善し、望ましい生活習慣が身に付くよう努める。 

 

５ 多様なニーズに応える教職員の育成 

（1） 効果的な研修の推進 

使命感と倫理観を持ち、創意と責任ある教育活動が展開できる高い専門性を有す

る教職員の育成を図るため、効果的な研修を推進する。 

また、世代交代が進んでいる中でのミドルリーダーの育成や若年層の資質の向上

を図る。 

 

（2） 校内研修の充実 

学校教育目標の実現をめざす組織的・計画的な学校運営を推進するために、全校

体制で取り組む校内研修の充実を図る。 

 

（3） 個人研修の促進 

指導力や専門性を高めるため、各教員が自らの課題を明確にした個人研修に励む

とともに、資質・能力向上のための各種研究会、講演会等への積極的な参加を促進

するため、研修等の情報を提供する。 

 

（4） 派遣研修の推進 

専門的な知識及び技術を習得させ、その資質の向上と指導力の充実を図るため、

小学校及び中学校の教員各１名を３か月間の内地留学に派遣する。 

 

（5） 教員の情報活用能力向上と教材開発の推進 

教員のＩＣＴ活用能力の向上により、情報教育活動が工夫・改善されるよう研修

を推進するとともに、情報機器を活用した「わかる授業」を展開するための教育方

法や教材の開発研究に努める。あわせて、児童生徒等の個人情報の管理徹底を図る。 

また、令和５年度は、１年を通して各校月２回（年24回）ＩＣＴ支援員を配置し、

ＩＣＴ環境のさらなる整備・推進に努める。 
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（6） 教員多忙解消の推進 

教員の長時間労働の是正に向けた具体的な取組を推進する。 

ア 校務支援システムによる出退勤時間の把握を行うとともに、市小中学校長会と

ともに長期間勤務の削減に向けた取組を検討推進する。 

イ 休日の部活動の地域移行を推進するほか、部活動の顧問や大会への引率等の指

導ができる「部活動指導員」を引き続き中学校に配置拡充し、教職員の多忙解

消を図る。 

ウ 「２ 健やかな心を育む教育の推進」「（8） 中学校部活動の推進」「ア 「小矢

部市立学校に係る部活動（運動部・文化部）の在り方に関する方針（平成31年

４月）」の推進」を参照（再掲） 

エ 作品募集における学校での事前審査の廃止、学校への直接依頼の廃止等により、

小・中学校の事務負担軽減を推進する。 

オ 夏休み中のお盆及びお盆をはさむ前後２日間程度を、小・中学校を完全閉庁と

する。また、年末年始やゴールデンウィーク等も含めて、中期的な学校休業中

の保護者からの学校への連絡は、市教育委員会で受け付ける。 

カ 教材費等の集金における現金取扱いを、可能な範囲で振込方式に移行する。 

キ 給食会計の公会計化の調査検討を進める。 

 

６ 安全安心な学校づくりと学校教育環境の整備 

（1） 学校の防災体制の整備・推進 

学校施設は、児童生徒が一日の大半を過ごす活動の場であるとともに、非常時に

は地域住民の緊急避難場所となることから、避難所等開設支援や避難方法等を定め

た学校防災マニュアルを定期的に改訂し、災害時の児童生徒の生命及び身体の安全

確保に万全を期す。 

 

（2） 学校施設の整備・改修と教材備品の整備・充実 

ア 学校施設の整備・改修 

児童生徒が安全で安心して快適な学校生活を送ることができる教育環境を確

保するため、学校施設の整備・改修等を計画的に推進する。 

令和５年度は、主に次の整備・改修を行う。 

・石動小学校  グラウンドグレーチング蓋設置工事、防犯カメラ修繕工事 

・大谷小学校  西門水道管補修及びアスファルト舗装工事 

・東部小学校  グラウンド器具庫物置屋根・外装塗装工事 

・蟹谷小学校  非常放送設備修繕工事 
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・津沢小学校  夜間灯・防犯灯設置工事、体育館壁面修繕工事 

・石動中学校  部室階段塗装修繕工事 

・大谷中学校  地下タンクライニング工事 

・津沢中学校  校舎内電気式時計工事 

・蟹谷中学校  夜間灯・防犯灯設置工事 

イ 教材備品の整備・充実 

児童生徒の学習環境の整備・向上をめざし、引き続き教材備品の整備・充実を

図る。また、エネルギー教育を推進するため、国の補助事業を活用し、エネルギ

ー利用に関する学習教材や実験器具等を整備する。 

ウ 学校施設の長寿命化 

令和２年度に策定した「小中学校施設長寿命化計画」をふまえ、小中学校再編

推進計画との整合性をとりつつ、具体的な各学校の状況に応じた計画的な施設の

改修及び長寿命化の実施について検討を進める。 

 

（3） 安全教育の推進と安全管理の徹底 

ア 安全教育の推進 

児童生徒が、危険予測・回避能力を身に付けるよう安全教育を推進する。 

イ 安全管理の徹底 

遊具、校舎、体育館等の学校施設の安全点検を行い、安全管理を徹底する。 

ウ 緊急事態における情報伝達の強化 

台風、豪雪や新型コロナウイルス感染症等の緊急事態に対応するため、第一に

市防災・緊急メール、ケーブルテレビ、ホームページを活用し、学校個別の情報

等は必要に応じて保護者連絡アプリや個別の緊急連絡網等を活用することで、保

護者への情報伝達を強化する。 

エ 適切な学校環境衛生の維持・改善 

「学校環境衛生基準」に照らし、学校薬剤師等と協力して、適切な学校環境衛

生の維持に努める。また、適正を欠く事項については、早急な改善を図るよう努

める。 

 

（4） 通学等の安全確保 

ア スクールバスの安全運行 

登下校時及び校外学習等におけるスクールバスの安全運行を徹底するととも

に令和５年度も、引き続き中学生の冬季における通学対策を行うとともに、実施

期間を拡充する。 

また、スクールバス１台を更新し、安全運行の充実を図る。 
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イ 家庭・ＰＴＡ・地域との連携による安全確保 

登下校時における子供の安全を確保するため、家庭やＰＴＡ・地域住民の協力

による「地域見守り隊」や「こども１１０番の家」等の地域ぐるみの安全対策を

継続して推進する。 

また、保護者への迅速な情報提供ができるよう、市及び学校の一斉メールシス

テムの活用を推進する。 

ウ 小矢部市通学路安全推進会議による取組の推進 

道路管理者、警察、交通安全協会等の関係機関・団体及び学校・ＰＴＡ等から

成る小矢部市通学路安全推進会議において、通学路の道路改修や歩道設置、防犯

灯設置等通学路の交通安全の確保並びに防犯上の安全確保に向けた取組を推進す

る。 

 

７ 小矢部市小中学校再編推進計画の策定 

令和元年12月に小矢部市小中学校統廃合審議会から「小矢部市のこれからの学校教

育のあり方及び小中学校の望ましい規模・配置等について」の答申があり、これを受

けて、本市では、令和３年４月に開催した総合教育会議において、令和３年中に「小

矢部市小中学校再編推進計画」を策定することを確認し、庁内に小中学校再編推進計

画調査委員会を設置し、具体的な調査・検討を進めてきた。 

しかし、令和３年８月から10月にかけて開催を予定していた、保護者及び地元への

説明会が、新型コロナウイルスの感染拡大のため困難となり、また、その後も感染が

収まらないことから、令和３年度中の開催を中止することとしたところである。 

小中学校の再編は、保護者だけでなく地域の重要課題であり、市長のタウンミーテ

ィング等による市民への丁寧な説明と意見交換を経ることがより適切であることから、

今後の対応については、令和３年９月24日開催の総合教育会議での確認内容を踏まえ、

児童生徒数推計の再試算や学級編制基準に基づく学級数の見直しを行う一方、新型コ

ロナウイルスの感染拡大の状況を見極めつつ、説明会等を実施するための適切な時期

を検討し、令和５年度中の確実な計画策定を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 19 - 

Ⅱ 生涯をとおした学びの推進 

社会の変化に対応し、市民が生涯にわたり学習できる環境づくりと機会の拡充に努める。 

 

１ 生きがいのある充実した人生を送る生涯学習の推進 

近年の急激な高齢化社会の進行に伴い、市民の学習ニーズは一層多種多様化してい

る。こうした中で、すべての市民が生涯にわたって多くの人々とつながり楽しみなが

ら学習できる環境づくりを図るとともに、生涯学習を推進することにより活力ある地

域づくり、人づくりに努める。 

 

（1） 生涯学習推進体制の充実 

ア 講座内容の充実等の推進 

市民一人一人の生涯学習の意欲の高揚を図るため、各種講座の学習内容の充実、

学習サークルの育成及び生涯学習に関する情報の提供に努める。 

イ 学習サークル等の育成 

生涯学習の拠点としての市民交流プラザ、市民図書館及び公民館を活動の場と

する学習サークル等の主体的活動を支援する。 

ウ 人材の活用と育成 

豊かな経験をもった人材の活用を積極的に図るとともに、地域におけるボラン

ティア活動を推進する人材の育成を図る。 

エ 社会教育指導員・公民館指導員の配置 

生涯学習講座の内容の充実と社会教育関係団体や学習サークル等の指導・相談

及び育成のために社会教育指導員・公民館指導員を配置する。 

 

（2）生涯学習活動内容の充実 

ア 講座の開設と広報活動の推進 

「だれでも、いつでも、どこでも」学習機会を選択して楽しく学ぶことができ

るよう市民ニーズに即した各種講座を開設するとともに、各種団体の会合を活用

したＰＲチラシの配布やホームページ・ケーブルテレビ等多様な広報媒体を活用

し、より多くの市民が学習に参加できるよう情報提供に努める。 

地域の歴史、文化、自然、産業等の活用により地域への愛着心を育てる学習活

動を推進する。 

イ 市民ニーズに対応した学習機会の拡充 

富山県が主催する県民カレッジの周知により幅広い分野の学習機会を提供す

るとともに、県民カレッジ砺波地区センターとの連携事業（共催事業）を複数回
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開催することで他市の学習者との交流を図る。また、呉西６市連携事業を活用し

て、他市の歴史や文化について学ぶ機会を提供するなど、市民ニーズに対応した

学習機会の拡充に努める。 

 

２ 心のふれあいを深める社会教育の推進 

市民一人一人が互いに心の交流を深め、家庭・学校・地域が一体となり、明るい教

育環境づくりを推進し、社会教育の一層の振興に努める。 

 

（1） 家庭・地域における健やかな子供の育成 

ア 地域での子供の居場所づくりとの推進 

地域で子供たちを元気に育てる環境の充実に向け、様々な体験活動を通して、

安全で安心できる居場所づくりに努める。 

イ 親子の共同・共感体験機会の提供 

公民館活動等において親子の共同・共感体験等の機会を提供し、親子のふれあ

いや親同士の意見交換、ネットワークづくりを通して家庭教育を見直す機会の提

供に努める。 

ウ 親学び事業の充実と参加促進 

親の役割や家庭教育に関する多様な考え方にふれる機会を提供するとともに、

子育てに不安や悩みを持つ親を支援するため、推進リーダーが学校と連携し、で

きるだけ多くの保護者が参加しやすいＰＴＡ行事や親子会食・授業参観等の学校

行事に併せて「親学び講座」を開催する。 

エ 地域おやべっ子教室推進事業の充実 

子供たちが、世代をこえて地域の人達と交流活動を行うことにより、地域社会

全体で心豊かで健やかに育まれるよう、引き続き「地域おやべっ子教室推進事業」

を実施し、より良い環境づくりに努める。 

オ 通学合宿・宿泊学習事業の推進 

子供たちに共同生活を通して基本的な生活習慣を身につけさせるとともに、自

立心や協調性等を育てるため「通学合宿・宿泊学習事業」の取り組みを引き続き

推進する。 

併せて、本事業への地域住民の参加を促進することによりネットワークづくり

を推進し、地域の教育力の向上を図る。 

 

（2） 社会教育活動の推進 

ア 青少年健全育成の推進 

心身ともに健康でたくましい青少年を育てるため、少年補導員や関係行政機関
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等と連携を密にしながら、健全育成、非行防止に努める。また、自主的に活動す

る青少年育成団体の支援を図る。 

イ 学習機会・情報の提供 

市民誰もが余暇時間を有意義に過ごすことができるよう、学習機会と情報の提

供に努める。 

ウ 学習成果の活用 

郷土の歴史や伝統文化等を調査研究する生涯学習講座の学習成果の活用を図

る。 

エ おやべ再発見「子どもかるた」の活用 

郷土の歴史・文化を子供たちが詠み・描いた作品をもとに作成した「おやべメ

ルヘンかるた」を活用し、伝統的なかるた遊びの中からおやべを再発見するとと

もに郷土愛の醸成を図るため、公民館・市立図書館のイベントや子供向け生涯学

習講座など幅広い利用を促進する。 

 

（3） 公民館活動の推進 

ア 各種講座の開設 

地域住民のニーズにあった各種講座を開設し、生きがいのある楽しいまちづく

りを推進するとともに、地域の特性を活かした公民館活動の展開に努める。 

イ 子供たちの地域交流活動の推進 

子供又は親子を対象とした自然体験や多世代交流等の公民館活動の充実によ

り、子供たちの地域社会との交流活動の推進に努める。 

ウ 地域コミュニティの拠点としての役割の発揮 

地域コミュニティの維持のため、地域の人々が集い、地域のつながりを高め 

る拠点施設としての役割を発揮するよう努める。 

エ 公民館職員の研修会への参加等 

公民館職員の各種研修会等への参加を促進し、各種講座・活動の企画者として

の資質の向上を図るとともに、公民館職員のなり手不足の解消に努める。 

 

（4） 図書館活動の推進 

ア 誰もが気軽に利用できる読書環境づくり 

市民の文化・教養の向上に資するよう、多様なニーズに対応した蔵書の整備と

立ち寄り易い雰囲気を作り出すとともに、様々な読書活動の推進を展開し、誰も

が気軽に利用できる読書環境づくりに努める。 

特に、将来を拓く子供たちに向けて、「おとぎのひろば」等を活用し、「読み聞

かせ」「絵本づくり」などの読書活動推進事業を継続実施し、本への興味、関心を
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高め、本を通して情操を養う機会を提供するとともに、「第３次小矢部市子供読書

活動推進計画」に基づいて、読書活動の推進に努める。 

イ ブックスタートの推進とフォローアップ 

子供の情操教育の一環としてブックスタートを推進し、絵本を介して赤ちゃん

と保護者の心がふれあうきっかけづくりを行う。また、乳幼児健診の会場におい

て絵本の紹介・読み聞かせ等を行いフォローアップに努める。 

ウ 児童図書の充実 

子供たちが良書と出会い、読書の楽しさを実感できるように、児童図書の充実

を図る。 

エ 学校図書館との連携 

子供たちの読書活動の推進を図るため、「読書通帳」を活用し、学校図書館と

の連携に努める。 

オ 招待事業の充実 

家庭読書の習慣化と図書館利用の促進を図るために、おとぎの館図書室で実施

していた事業を引き続き実施する。 

・保育所・こども園の園児を市民図書館に招待し、読み聞かせなどの楽しい体験

を通し、図書館に親しむきっかけを提供する。 

・小学１年生を対象とした図書館探検隊事業を実施し、図書館の利活用や家族を

含めた家庭読書の推進を図る。 

カ 相互利用協定等による利用の充実 

小矢部市・津幡町図書館の相互利用協定に基づき利用の拡大を図る。 

キ 地域資料の収集と「郷土資料コーナー・相談窓口」の開設及びおやべの絵本製

作 

歴史的価値を有する地域資料の収集、保存を行うとともに、桜町遺跡、義仲・

巴、大谷兄弟を中心とする「郷土資料コーナー・相談窓口」を開設し、市民への

情報資源としての活用を図る。また、ふるさと小矢部への愛着を高めるため、「お

やべの絵本」を製作し、小矢部の民話に親しんでもらう。 

ク 雑誌スポンサー制度の推進 

企業・商店・団体等を対象に実施している雑誌スポンサー制度の一層の活用に

より、雑誌コーナーの充実を図る。 

 

（5） 社会教育施設の充実と適切な管理・運営体制の整備の推進 

ア 市民から親しまれる施設の維持・管理 

市民交流プラザ、市民図書館及び公民館の適切な管理に努める。 

イ 各種社会教育施設・設備の整備・改修等 
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全ての世代が気軽に利用できる施設環境を確保するため、施設・設備の整備、

改修等を計画的に推進する。 

令和５年度は、主に次の整備、改修等を行う。 

（公民館） 

 ・荒川公民館改築工事基本・実施設計業務 

 ・南谷公民館屋根改修工事 

 ・松沢公民館外部階段塗装工事 
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Ⅲ 文化芸術の振興と継承及び文化財の保存と公開・活用 

文化芸術の振興や伝統芸能の継承及び発展を図りながら新しい市民文化の創造に努

めるとともに、歴史的・学術的価値の高い文化財の保存、公開及び活用に努める。 

 

１ 文化芸術の振興と継承 

心の豊かさや生活に潤いを求める市民の文化芸術に対するニーズに応えるため、文

化芸術活動の推進及び芸術鑑賞機会の拡充を図るとともに、市民の自主的な創作や発

表・活動を支援する。 

また、市民文化の創造についての方向性や方策を総合的に示す文化振興ビジョンの

策定に向けて、検討を進める。 

 

（1） 小矢部市美術展及び小矢部市芸術祭の開催 

ア 小矢部市美術展の開催 

新たな美の創造と優れた作家の養成を目的とした市美術展をアートハウスお

やべで開催する。令和３年度に新設したエスポワール賞（高校生奨励賞）により、

若年層の出品意欲を引き出し、さらに市美術展を盛り上げ、小矢部市全体の芸術

活動の活性化を図る。 

イ 小矢部市芸術祭の開催 

市民の自主的な文化芸術活動の発表の場である芸術祭を支援し、市芸術文化連

盟と連携しながら、市民が芸術を鑑賞する機会の充実と地域の芸術振興等に努め

る。 

 

（2） アートハウスおやべ自主事業の充実 

子供から高齢者まで幅広い年齢層の人々が美術活動に参加し、楽しむことができ

るよう、アトリエ機能の活用及び各事業の充実を図るとともに、市域、県境を越え

た作家の交流等により、「美」を通した交流の拠点づくりをめざす。 

令和５年度は、全国から作品を公募する「第４回公募アートハウスおやべ現代造

形展」や世代を問わず、幅広い層の人たちに楽しんでもらえる展覧会をはじめ、市

内の児童等の作品を一堂に楽しめる「みんなのアート展」やワークショップ等の多

彩な企画展を開催し、文化芸術の振興を図る。 

 

（3） 子供たちの文化芸術活動の推進 

子ども伝統文化祭の開催やアートハウスでのワークショップ事業の拡充、みんな

のアート展の開催等を通して、子供たちが、文化芸術や伝統芸能等に対し関心を深

め、創造力や豊かな感性を育むための文化芸術活動を支援する。 



- 25 - 

（4） クロスランドおやべ自主事業の充実 

クロスランドおやべの様々な施設を活用しながら、年間を通して実施している自

主事業について、これまでの事業の効果等を踏まえ、事業の在り方を再検討し、効

果的な事業展開に努める。また、引き続き恋人の聖地やミニＳＬ施設の活用により、

交流人口の拡大に努める。 

 

（5） クロスランドおやべの活性化 

クロスランドおやべ再編化工事基本計画検討委員会からの意見書を踏まえ、クロ

スランドおやべの活性化策について、先進地の事例研究も含め、調査研究を行い、

企画内容やＰＲ戦略への反映を図る。 

 

（6） クロスランドおやべの適切な管理・運営体制の整備の推進 

ア 施設の維持・管理 

クロスランドおやべの適切な管理に努める。 

イ 施設・設備の整備・改修等 

市総合計画及び市長寿命化計画を踏まえ、文化芸術の拠点、交流人口の拡大と

しての充実等を図れるよう、計画的な修繕を実施する。 

また、クロスランドおやべ再編化工事基本計画検討委員会からの意見書を踏ま

え、クロスランドおやべの施設の在り方について検討を行い、その検討結果に合

わせた長期的な改修計画を策定し、市総合計画後期実施計画への反映を行う。 

 

２ 文化財の保存と公開・活用 

当市は、桜町遺跡や今石動城跡をはじめ、多くの文化財を有している。近年の生涯

学習ブームの中、市民の郷土の歴史・文化に対する関心の高まりとともに、郷土の貴

重な文化遺産を後世に伝えるために、文化財の調査、保存及び活用に一層努め、市民

の文化財に対する理解と保護意識の高揚を図る。 

 

（1） 指定文化財の保存・活用の推進 

国・県及び市の指定文化財等を顕彰するとともに、その保存及び活用に努める。 

令和５年度は市指定文化財「越登賀三州志附圖」について修繕事業を行い、その保

存活用を進める。 

 

（2） 桜町遺跡の活用推進と出土品の国の重要文化財指定の取り組み推進 

ア 国の重要文化財指定への取り組み 

桜町遺跡出土品が出来るだけ早期に国の重要文化財の指定候補となるよう、そ

の働きかけを進める。 
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イ 桜町遺跡の活用推進 

桜町遺跡の体験学習等の拠点となる桜町ＪＯＭＯＮパークの施設を活用する

とともに、市民ボランティアの協力により体験学習等の活動を推進する。 

また、縄文に関する「夏休み子ども講座」を開催する等、より広い世代に縄文

時代を体感してもらうとともに、小中学校に桜町遺跡についての副読本を配布し

て社会科の現地学習や「総合的な学習の時間」等で活用を促進するとともに、学

校への学芸員及び市民ボランティアの積極的な派遣を行うことで学校との連携を

強化し、児童生徒の桜町遺跡への理解と関心を高める。 

ウ 情報発信と人材の育成 

縄文都市連絡協議会加盟都市で開催される縄文シティサミットに参加し、桜町

遺跡の情報発信に努める。また、本年度も市内中学生を対象とした県外への「縄

文遺跡探訪事業」を実施し、縄文文化や地域文化を学習し、桜町遺跡を生かした

まちづくりに取り組む人材の育成を図る。 

 

（3） 松根城跡等の山城跡及び北陸道等の「歴史の道」の保存・活用 

国史跡の松根城跡や一乗寺城跡等、加越国境に位置する市内の山城跡群を探訪す

る講座を開催し、あわせて「歴史の道 100選」の選定を受けた北陸道や小原越、田

近越を紹介することにより、市民への普及と活用に努める。 

 

（4） 埋蔵文化財の調査及び公開 

市内の各種開発行為に伴う埋蔵文化財の発掘調査の実施と報告書の作成及びその

調査成果の公開に努める。 

 

（5） 小矢部ふるさと歴史館の活用推進 

小矢部ふるさと歴史館では、市内の遺跡から出土した土器、石器及び木製品等の

整理・保管をはじめ、展示を行うことにより、市民等にわかりやすく小矢部市の歴

史を紹介する。また、桜町遺跡出土品展示室や古墳出土品展示室では、遺跡出土品

のうちの優品の展示を行うとともに、展示以外の遺跡や出土品についての情報提供

も行い、「考古資料館」としての機能を充実させる。併せて、定期的なリニューアル

とＰＲ強化及び施設を核として活用する企画の実施や、年齢層に対応した企画の計

画的かつ継続的な実施を行う。 

 

（6） 小矢部市大谷博物館の活用推進 

昭和初期の建物群や当時使用されていた農具や生活道具等民俗資料を公開・展示

するとともに、名誉市民である大谷米太郎氏、大谷竹次郎氏、大谷勇氏の関連資料
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を展示し郷土学習に資する。 

令和５年度は、入館料の有料化を実施し、茶会等の企画や演奏会等を行うととも

に、博物館施設や水落大谷記念公園の適正な管理に努める。 

 

（7） 伝統芸能等の保全等 

曳山や津沢夜高あんどん祭、雅楽をはじめとする市指定文化財や獅子舞等の伝統

芸能に対して保護等に必要な支援を行い、保存継承を図る。 

今後も引き続き、関係団体等への現状の聞き取り調査等による実態把握をすると

ともに、現状に即応した文化財保護事業補助金要綱の見直しなどを行いながら、効

果的な支援を実施する。 

 

（8） 歴史資料等の調査・整理と公開・活用 

歴史資料等の調査研究及び市が保管する古文書の整理をすすめ、市民に公開し、

その活用を図るとともに、破損しないよう大切に保存する。また、貴重な歴史的資

料についても、失われていかないよう保存に努める。 
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Ⅳ 生涯スポーツの振興による健康な心と体の形成 

市民が健康で明るく活力ある生活が送れるよう、その多様なスポーツニーズに応え、

誰もがスポーツに親しめるスポーツ文化の創造を目指して、「第４次小矢部市生涯スポ

ーツプラン」（令和４年３月策定）を基本として、生涯スポーツの振興に努める。 

 

１ 目指す将来像 

生涯スポーツ社会の実現 

～ いつでも どこでも いつまでも スポーツを通してみんな笑顔に ～ 

生涯スポーツ社会とは、年齢、性別、障害の有無に関係なく、各ライフステージに

応じて、スポーツに興味・関心を持ち、「する」、「みる」、「ささえる」、「はぐくむ」等、

それぞれのライフスタイルに合った形でスポーツ活動に参画することで、日々の生活

をより豊かに、健康で元気あふれる生活を営むことができる社会を目指す。また、新

型コロナウイルス感染状況をふまえ、感染防止との両立のもと取り組む。 

 

２ 生涯スポーツ社会の具体的な姿 

（1） 市民一人ひとりがスポーツを楽しみ、充実したライフスタイルを送ることができ

る社会 

（2） スポーツを通して多世代が交流・協力をする多様性のある社会 

（3） 全国、世界の舞台へ羽ばたき、喜びを分かち合うことのできる社会 

（4） スポーツを通して小矢部市の魅力・文化を発信し、活力に繋げることができる社

会 

 

３ スポーツ推進の具体的方策 

（1） 健やかな子供の育成とスポーツに親しむことのできる環境づくり 

ア 市民ひとり１スポーツの推進 

・親子で参加できる教室やイベント等の開催を行い、子育て世代が参加しやすい

環境づくりを推進する。 

・いつでもどこでも自分のタイミングで取り組めるラジオ体操やウォーキング等

を推進する。 

・誰もが参加できるニュースポーツのイベントや体験教室等を開催する。 

・介護予防や健康寿命を延ばすため、高齢者も参加しやすいパークゴルフ大会や

カローリング大会等を促進し、スポーツに親しめる環境づくりを行う。 

・東京パラリンピックで注目を集めたボッチャ等の障害競技スポーツを通した交

流イベントを実施する。 
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・市民が日頃からスポーツに取り組む動機づけとなるよう、健康福祉課と連携し

てスポーツポイントサービスを実施する。 

イ 運動好きな子供の育成と体力向上に向けた取り組みの推進 

・幼児から児童を対象に運動好きな子供たちの育成と体力向上に向けて、「小矢部

元気ッズ育成支援事業」を実施する。 

・公民館やＮＰＯ法人おやべスポーツクラブと連携し、「放課後出前教室」を開催

し、子供たちの安全・安心な居場所づくりを設けていくとともに、スポーツを

する機会の提供に努める。 

・市内保育所・こども園を巡回して行う「保育所（園）・こども園体力向上支援事

業」を継続実施し、保育士等を対象に実技指導とその必要性等を学ぶことがで

きる研修会を実施する。 

・各人の興味・適性に合ったスポーツの選択肢が広がるよう、幼児期から小学校

低学年期において様々なスポーツに触れる機会が得られる仕組みづくりにつ

いてスポーツ少年団や各競技団体と研究・協議を進める。 

ウ 子供から高齢者までのニーズに応じたスポーツ機会の提供 

・毎月第２日曜日を「市民スポーツの日」とし、スポーツに取り組む市民の意識

を高める。また、公益財団法人小矢部市体育協会、ＮＰＯ法人おやべスポーツ

クラブ、小矢部市スポーツ推進委員協議会と連携を図り、「市民スポーツの日」

の周知を図るためのイベントを年３回実施する。 

・子供から大人までを対象に、親子や三世代で参加できる「市民体力測定会」を

行う。 

・令和元年度から公益財団法人小矢部市体育協会が自主事業として行う、小矢部

陸上競技場の市民開放デイの開催を支援し、ランニング愛好者等への活動場所

の提供に努める。 

・民間施設を利用して、室内温水プール市民開放デイ事業を行い、市民の体力向

上及び健康増進を図る。 

・市民が気軽にスポーツに親しめるようニーズに応じたスポーツ用具の購入を進

め、無料で貸し出しできるように整備を行う。 

エ スポーツ施設の適切な活用・維持・管理及び改修・拡充の計画的な推進 

・スポーツ環境の充実を図るため、施設・設備の改修や用具の整備を計画的に進

める。令和５年度は、主に次の改修・整備を行う。 

①小矢部運動公園キュービクル改修工事 

②小矢部ホッケー場井戸ポンプ改修工事 

③小矢部運動公園陸上競技場雨漏り修繕工事 

④ウォーキングコースの看板改修 
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・市民にとって最も身近なスポーツ活動の拠点となる学校体育施設を有効活用す

るため、空きスペースや空き時間を有効活用できるよう使用状況をホームペー

ジ上で公開する等して、一層の施設開放を促進する。 

・指定管理者が各スポーツ施設に設置した「意見箱」や市ホームページから、市

民や利用者の多様な意見を組み入れ、指定管理者との連絡を密にしながら、利

用者本位の良好な施設の維持管理・運営に努める。また、指定管理者には四半

期毎に、報告書等の関係書類の提出を求めるなど、引き続き適正管理に努める。 

・スポーツ施設の相互利用の促進をＰＲするとともに、施設利用予約システムの

市民への周知と活用を図り、より利便性を高める。 

 

（2） スポーツを支える組織の充実と人材の育成 

ア スポーツ関係団体等との相互連携の推進 

・市内のスポーツ関連団体相互の連携を図り、情報の共有やイベント協力、スポ

ーツ備品等の相互利用などの連携を推進する。 

・スポーツイベントの実施を通して、市民のスポーツへの関心が高まり、各種ス

ポーツ団体の組織強化に結びつくよう連携して取り組む。 

・各地区において年３回、また市全体で年３回スポーツ推進委員を中心に地域ス

ポーツ教室を行い、地域住民がスポーツに取り組めるようその体制づくりに努

める。 

イ ＮＰＯ法人おやべスポーツクラブの充実 

・総合型地域スポーツクラブ事業の推進により、スポーツ人口の拡大や加入する

会員数の増加を図るため、ＮＰＯ法人おやべスポーツクラブに対し積極的に活

動支援を行う。 

・拠点施設である文化スポーツセンターの機能が一層拡充するよう施設や環境の

充実に努める。 

ウ 中学校部活動の地域移行への推進 

・スポーツ庁が公表したガイドライン（平成30年３月）に示されている「中学校

部活動の地域への移行」は、少子化が進む中、子供たちがやりたいスポーツが

できる環境を築いていくうえで、重要な取り組みであり、「小矢部市部活動の

あり方検討委員会」からの報告書（令和４年２月）を踏まえ、特に下記の点に

留意しつつ、着実な進展を図るものとする。 

・各競技団体、ＮＰＯ法人おやべスポーツクラブ、保護者等と連携し、地域で中

学校部活動を運営する団体の確立に取り組むとともに、専門的な指導者の確保

に努める。 

・部活動の地域移行を契機として、その活動を支える競技団体等の活動がより活

性化するように取り組む。 
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エ スポーツ指導者の育成・強化と支援 

・令和元年度から実施している、各競技団体等の指導者・審判員等の資格取得促

進事業に対して、広く周知するとともに助成を行い、その推進を図る。 

・指導者講習会・研修会を通して、ニーズに合った時代に相応しい指導ができる

体制を整え、将来を見据えた指導者の育成に努めるため、公益財団法人小矢部

市体育協会に委託し、スポーツリーダー研修事業を実施する。 

・スポーツ推進委員の資質向上を図るため各種講習会や研修会への参加を促すと

ともに、指導できる体制づくりに努め、スポーツ推進委員協議会を積極的に支

援する。 

・「スポーツ指導者パスネットとやま」を活用し、様々なニーズに応える指導者を

紹介できる制度を推進する。 

 

（3） 全国や世界で活躍できる選手の育成と強化 

ア トップアスリート選手の育成・強化の推進 

・市民体育大会の充実、県民体育大会への参加拡充と成績向上をめざして、各競

技団体及び公益財団法人小矢部市体育協会と連携して、組織強化及び選手強化

に取り組む。 

・小矢部市スポーツ振興基金を活用して、県内のプロスポーツ選手等による少年

スポーツ教室を開催し、技術力の向上とスポーツ意識の高揚や習慣を身につけ

る機会を設ける。 

・最新のスポーツ医学・科学研究の成果を踏まえ、選手や指導者が時代とともに

変化するトレーニング方法や指導方法を学べる機会を設定し、より質の高い水

準で競技に取り組めるよう科学的トレーニングを推進する。 

・国際大会や全国的大会に出場し活躍した経験を持つ指導者を派遣し、スポーツ

少年団員、中学・高校生及び指導者に対してハイレベルな技術指導を行うトッ

プアスリート強化・育成事業を実施する。 

イ 優秀団体・個人への活動支援 

・全国大会や国際大会等へ出場する選手やチームに対し壮行会の開催や激励金支

給を行い、広く市民のスポーツに対する関心を高める機会とするとともに、そ

の活動への支援を行う。 

ウ わが街のスポーツ ホッケー競技の推進 

・本市のスポーツを代表する「ホッケー競技」のクラブチームや選手の活動を支

援するとともに、ジュニア層から成年層までの一貫した指導体制を整えられる

よう、富山県ホッケー協会及び小矢部市ホッケー協会の取組を支援する。 

・保育所（園）・こども園や学校教育の場において、ユニホックに取り組み、わが

街のスポーツの機運を盛り上げるとともに、ホッケー人口拡大に努める。 
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（4） スポーツを通じた地域の活性化 

ア スポーツイベント等の情報発信 

・おやべ４時間リレーラン、野球日本海リーグ、ホッケー日本リーグ等のスポー

ツイベントや国内トップレベルの大会等に、県内外から参加者や観戦者を呼び

込むことができるよう、積極的な情報発信に努める。 

・スポーツ情報を広く市民に提供するため、広報おやべ、ＣＡＴＶ、市ホームペ

ージ、ＳＮＳ等を利用し、ＰＲに努める。 

イ スポーツ・ツーリズムの推進 ～全国大会やスポーツ合宿の誘致・支援～ 

・本市の魅力や地域の特性を活かしたウォーキングイベント等の開催を支援する

とともに、市内史跡等を巡る「歴史探訪」とウォーキングイベントの連携を図

る。 

・コンベンション助成補助金制度を活用し、市外のスポーツ団体が、市内のスポ

ーツ施設を利用して行うスポーツ合宿を推進する。 

・県外からのスポーツ合宿を誘致するために県西部６市で連携して作成したパン

フレットを活用し、都市圏から誘致に取り組むとともに、市ホームページによ

るスポーツ施設・宿泊施設の情報提供や相互利用等を推進する。 

・トップチームがハイレベルな技術を駆使してプレーする姿をより多くの方に会

場へ来ていただき応援してもらえるよう、ホッケー日本リーグや本市とパート

ナーシップ協定を締結している富山ＧＲＮサンダーバーズが開催する「小矢部

市民の日」のＰＲに努める。 

・全日本マスターズホッケー大会等の全国的大会について、毎年本市において開

催されるよう、各関係団体と連携し、積極的な誘致に努める。 

  ウ スポーツを観戦・応援する機会づくりの推進 

・トップチームであるホッケー社会人チームの「小矢部ＲＥＤ ＯＸ」や、県内に

拠点を置くプロチーム等の試合への観戦者が増加するよう、市内小中学生への

ＰＲに努める。 

・「小矢部ＲＥＤ ＯＸ」や県内プロチームが、地域の行事等に参加する社会貢献

活動を推進し、地域の活性化を図る。 

 

 


